
· 給与グループ

職員の給与等に関する報告及び勧告に関する事務
職種別民間給与実態調査及び職員給与実態調査の結果に基づき、民間給与と職員の給与を比較するとともに、平成28年4月から平成29年3月までの間における物価及び生計費、労働事情等の推移など給与決定の諸条件を調査し、給料表等が適当かどうかを検討した。

　この結果については、平成29年10月17日に、府議会及び知事に対して報告し、併せて、これに基づく給与改定の勧告及びその他の意見の報告を行った。

１．民間との給与較差

(1) 月例給

	職員給与（Ａ）
	民間給与（Ｂ）
	較　　差（Ｂ－Ａ）

	383,175円
	383,405円
	230円（0.06%）


 (2) 特別給（ボーナス）

	年間支給月数
	職員
	民間

	
	4.30月
	4.40月


２．月例給較差の発生要因

賃上げのベース改定を行った民間事業所の増加等による民間の平均給与の増加及び昨年、本委員会が勧告した引下げ改定を行ったこと等による職員の平均給与の減少によるもの。
３．給与改定の内容

平成29年公民較差に基づく較差の解消

 　 〈月例給〉

給料表に定める給料月額を引上げ
・行政職給料表：初任給を2,000円引き上げるなど、若年層に限定した改定
・その他の給料表：行政職給料表との均衡を基本に改定
・医師に対する初任給調整手当を引上げ（較差外）
・再任用職員に対し単身赴任手当を支給（較差外）

〈特別給（ボーナス）〉

支給月数を引上げ 【4.30月→4.40月】

民間の状況を踏まえ、勤勉手当に配分。

（一般の職員の場合の支給月数）

	
	６月期
	12月期

	期末手当
	1.225月（改定なし）
	1.375月（改定なし）

	勤勉手当
	0.90月（現行0.85月）
	0.90月（現行0.85月）


〈改定時期〉
平成29年４月に遡って改定。
単身赴任手当については平成30年４月から改定。

４．賃金構造基本統計調査（賃金センサス）の活用・研究

賃金センサスは、前年分の月例給の調査結果等の制約があるものの、給与水準等の民間給与の傾向を知る上で活用。府職員とは昇任スピードや役職制度が異なること、給与水準で見ると部長、課長級で府職員はやや高め、係長級及び非役職等では概ね均衡という状況が見られたところ。今後引き続き、研究・検討を継続。
５．給与制度、人事管理等に関する本委員会の「意見」

(1) 給与制度のあり方
ア　給与勧告について
人事委員会制度は、憲法で保障された労働基本権の制約に係る合憲性の根拠となる代償措置として位置づけられるものであり、とりわけ給与勧告は、職員の生活を維持するための措置として、最も重要な制度。

近年の本府において勧告を完全に実施していない対応を見ると、本府職員の給与については、本来あるべき社会一般の情勢に適応したものとは言い難い状況に置かれてきた経過があると言わざるを得ない。

職員給与は、義務的経費であり、危機的な状況にない限り、厳しい財政状況下においても、予算上適切に措置される必要がある。
イ　再任用職員の給与
再任用職員には、定年前と同等の能力発揮等が期待されるほか、これまで培ったノウハウを組織内に継承していくことが求められており、職務・職責に相応しい給与水準のあり方は重要な検討課題。再任用職員の給与のあり方については、引き続き、国の動向を注視するとともに、民間企業における状況、本府における実情等も考慮し、検討を行っていく。
ウ　55歳を超える職員の昇給抑制
国においては、50歳台後半層における給与水準の上昇をより抑制する昇給制度の見直しが実施されており、他の都道府県においても、順次、制度見直しを実施。

本府の実情、国や他の都道府県及び民間企業の動向等も踏まえつつ、昇給抑制を含めた高齢層職員の給与のあり方について、引き続き、検討を行っていく必要がある。
エ　管理職給与の減額措置について
減額の取扱いが長期にわたり続けられている現状は、適切な措置とは言い難く、早急に再考される必要がある。
(2) 職員の意欲・能力向上につながる人事制度
ア　有為な人材の確保
近年の職員採用を取り巻く環境は、人材獲得競争が激化。こうした中で、より多くの受験者を確保するためには、職員が仕事にやりがいや生きがいを感じることのできる魅力のある職場であること、適正な勤務条件や勤務環境が整っていることが必要であり、その上で、本府における仕事の魅力等を積極的・効果的に発信することが有用。

採用試験について、人物重視の試験実施等の改革を行ってきたが、採用された職員が、職務上必要な能力や適性を有し期待される成果を挙げているか否かを検証することが課題。本委員会は、任命権者と協力して検証の仕組みを構築するなどの取組みを行うこととしている。
イ　人材育成のあり方
職員自身がやる気・やりがいを持って自己研鑽に努めることが人材育成の基本であり、外形的な制度整備に留まらず、真に職員の自主的・意欲的な能力開発の支援となる取組みが必要。研修や昇任、昇格、人事評価のあり方のほか、意思決定プロセスなど組織運営面でのあり方も視野に置いて総合的に検討し早急な取組みが必要。
ウ　人事評価制度
人事評価制度については絶対評価が基本であると考えるが、相対評価を前提にするとしても評価区分の分布割合を柔軟化する運用や制度設計の見直しが検討されるべき。もっとも、基礎となる絶対評価が適切に実施されることは不可欠であり、信頼性が担保されるよう適正な運用に努めるべきである。

また、人事評価結果の給与反映に関しても、昇給の長期的影響、昇任や昇格における給与反映のあり方等も考慮しつつ、改善に向けて検討を進めることが必要。

本来の人事評価制度の目的に適うよう、人事評価制度及び運用のあり方について、さらなる検討が求められる。
(3) 働きやすい職場環境に向けて　―ワーク・ライフ・バランス、働き方改革の推進―

ア　長時間労働の是正
一般行政部門における時間外勤務実績は、昨年度と比べ改善傾向が見られるが、１人１月当たりの時間外勤務実績について、平成27年度から増加している部局があることなど、さらなる改善に向けた取組みが急務。

長時間労働の是正のためには、その要因を踏まえた的確な対応が必要。意識改革や業務効率化、時間管理の徹底等の様々な取組みや工夫によっても、なお時間外勤務の縮減が図られないような場合には、業務量に応じた適正な人員配置を基本に、全庁的な視点で柔軟な職員配置も含め適正な職員数の確保に努めることが必要。併せて、人的コストが限られている中では、配置された職員数において適切に仕事が行い得るよう、業務の見直しも含めた徹底したマネジメントが求められる。
イ　柔軟な働き方の推進
ワーク・ライフ・バランスの確立のためには、職員一人ひとりがその重要性を自覚するとともに、職員の執務意欲を高め、パフォーマンスを最大限発揮し得る働きやすい環境整備を図っていくことが求められるところ。「大阪府庁版『働き方改革』」に盛り込まれた取組み項目の着実な実行と検証をし、一層の改革の推進を求める。
ウ　女性職員の活躍推進
今後、全ての職員の昇任意欲を醸成することと併せて、女性職員がその能力を十分に発揮し、管理職等責任ある立場においてより一層活躍できるよう、男女が共に働きやすい職場環境づくりを進めていくことが必要。

また、採用環境が厳しい今日、結婚、出産、育児等の理由で中途退職した職員を再び採用できる制度を整備することなども、女性活躍推進の観点から有効。
エ　子育て、介護支援
男性の育児参加に対する意識啓発をはじめとした「大阪府特定事業主行動計画」における目標達成に向けた取組みを着実に進めるとともに、介護休暇等の制度について、より一層周知を行うことなどにより、仕事と育児や介護の両立支援を一層推進していくことを期待。
オ　健康管理・メンタルヘルス
任命権者においては、ストレスチェックを十分活用するとともに、日常的に良好な職場環境の保持に努めるなど、職員が健康で働きやすい職場づくりに向けた持続的な取組みが求められる。
カ　ハラスメント防止

所属長等のリーダーシップのもと、全ての職員がハラスメントを許さないという価値観を共有する職場風土の確立が強く求められる。

これまでのハラスメント防止の取組みが所期の効果を得られているか十分検証を行うとともに、ハラスメントを許さない職場風土づくりに向け、職員へのさらなる啓発をはじめ、より実効性のある職場のハラスメント防止対策を講ずるなど、引き続き積極的な取組みを求める。

(4) 公務員制度をめぐるその他の諸課題
ア　教職員を取り巻く諸情勢
教員の長時間労働の実情の把握は容易でないが、このうち在校中の長時間労働の実態については、近時明らかになってきており、府立学校における教員の時間外在校時間の実態は依然として深刻。

府立学校においては、長時間労働を是正するための取組みが実施されているところであるが、引き続き、実効性ある取組みを強力に進めていく必要がある。とりわけ、学校現場との真摯な意思疎通を図り、長時間労働の実情把握に努めることが重要。

教員の業務量の削減を図ることが重要であり、「教職員の業務負担軽減に関する報告書」に盛り込まれた取組みの着実な推進、中央教育審議会の緊急提言項目の検討、部活動指導の軽減のための部活動指導員導入の検討や教員特殊業務手当の再検討が必要。

なお、学校現場においては、産休・育休等を取得した教員の代替として、講師等が配置されているが、配置が遅れ、欠員が長期化しないよう、教育委員会として、引き続き必要な支援に取り組まれることを望むもの。
イ　非常勤職員の処遇
地方公務員法の改正により一般職の会計年度任用職員制度が創設され、導入等に向け必要な準備等が進められている。非常勤職員が高い意欲を持って勤務することができるよう、国の非常勤職員の運用等にも留意しながら、引き続き適正な勤務条件・勤務環境の整備に努めることが必要。
ウ　高齢期職員の雇用
国においては、定年延長に向けた検討が行われているが、こうした議論にも留意しつつ、高齢期職員の知識、経験のより一層の活用及び組織活力の維持・向上の観点から、再任用職員を任用する職階の拡充や、ポストの職責に応じた職階への任用等、引き続き積極的に取り組まれるよう求める。
(5) 今後の人事行政のあり方について

本府においては組織のスリム化を進めるとともに、人事制度改革に取り組んできたところ。こうした諸改革は、行政運営の効率化や組織力の向上等の面で、一定の成果を挙げ得たものと考えられる。

一方で、職員のやる気・やりがいの向上、自律性の発揮に資する仕組みづくりという点では、未だ道半ばの状況にある。府民ニーズに、より一層適切に対応していくにあたっては、府民サービスの充実・向上に資する有能な職員集団の形成が必要であり、従来にも増して職員のやる気・やりがいの喚起が求められる。

そのためには、職員一人ひとりが当事者意識をもって自律的に課題を捉え、その解決や目標達成に向け、創意工夫・切磋琢磨しながら果敢に挑戦し、斬新な政策提言を生み出す職員全員参加型の組織構築が不可欠であり、任命権者においては、このことを府政執行にあたっての重要な基本理念の一つとすべき。

こうした基本理念のもと、将来の職員構成上の課題をも踏まえながら、全庁的な議論が積み重ねられていくことを期待。
（根拠法令）

地方公務員法第８条第１項第２号

民間給与及び職員給与の実態調査に関する事務

１　職種別民間給与実態調査

　　民間従業員の給与と職員の給与を比較検討するための基礎資料の作成を目的として、人事院、大阪市人事委員会及び堺市人事委員会等と共同で、職種別民間給与実態調査を実施した。

(1) 調査時点　　平成29年4月

(2) 調査事業所

　常勤従業員数で見た企業規模が50人以上でかつ事業所規模が50人以上である府内事業所（公務との比較に適さない業種を除く。）4,736カ所（27年度4,594カ所、28年度4,551カ所）を産業、規模等により45層に層化し、調査に要する経費、労力等を考慮して定められた抽出率を用いて、無作為に抽出（「層化無作為抽出法」）した事業所 731カ所（27年度743カ所、28年度727カ所）。なお、平成25年から、これまで調査対象としてこなかった「農業、林業」、「宿泊業、飲食サービス業」等の産業に属する事業所を調査対象に加え、基本的に全産業を調査の対象とした。
(3) 調査方法

平成29年5月1日～6月16日の調査期間中に、調査員が調査事業所を訪問し、相手方の協力を得て、関係資料の閲覧や質問を行い、所定の事項を調査。

(4) 調査事項

ア　従業員単位の調査事項

　調査事業所の常勤の従業員で、事務、技術、技能・労務、研究、医療、教育及び海事関係の76職種に該当する者の中から、無作為に抽出した者 35,718人（27年度33,310人、28年度33,762人）について、次の事項を調査した（うち初任給関係職種は18職種で、27年度2,112人、28年度3,193人、29年度3,092人である。）。

(ｱ) きまって支給する給与総額、時間外手当額、通勤手当額（初任給関係職種は初任給月額）

　(ｲ) 年齢、学歴、性別（初任給関係職種は学歴）

イ　事業所単位の調査事項

　(ｱ) 賞与及び臨時給与の支給従業員数及び支給総額（平成28年8月から平成29年7月までの状況）

　(ｲ) (ｱ)の該当月及び平成29年4月のきまって支給する給与の支給従業員数、支給総額及び時間外手当総額

　(ｳ) 給与改定等の状況

　(ｴ) 賞与の支給状況
　(ｵ) 住宅手当の支給状況
(ｶ) 家族手当の支給状況
(ｷ) 定年退職後の継続雇用制度等の状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（根拠法令）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公務員法第８条第１項第２号

２　職員給与実態調査

  職員の給与について検討する資料を作成するため、府費負担教職員を含む全職員を対象に給与実態調査を実施した。

(1) 調査時点　　平成29年4月
(2) 調査対象　　一般職員、警察職員及び府費負担教職員全員　67,679人

(3) 調査方法　　任命権者が管理する電算データにより調査。

(4) 調査事項

　ア　給料表別、年齢階層別、性別、学歴別人員及び平均給与等

　　イ　扶養手当、住居手当、通勤手当及び管理職手当の支給状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（根拠法令）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公務員法第８条第１項第２号

３　事業所名簿作成事務

  平成30年職種別民間給与実態調査の調査対象事業所を選定するため、人事院、大阪市人事委員会及び堺市人事委員会等と共同して調査対象事業所名簿作成の事務を行った。

(1) 作成期間　平成29年10月20日～平成30年1月12日

(2) 作成方法　前年の調査対象事業所名簿等をもとに文書照会及び電話確認により調査

(3) 掲載事項　企業及び各事業所の名称、所在地、主な事業内容、常勤の従業員数　など

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （根拠法令）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 地方公務員法第８条第１項第２号

給与等の制度及び運用に関する事務
１　給与等に関する条例の制定又は改廃についての意見聴取に対する回答事務

　　給与等に関する条例案についての議会の意見聴取に対して、次のとおり回答した。

	照会日
	件　　　名
	内        容
	回　答　内　容

	29.5.29
	職員の退職手当に関する条例一部改正の件
	①雇用保険法に定める基本手当の給付日数の延長の対象に、障害者等が追加されたことに伴い、当該延長の対象に該当する場合に、当該延長に係る基本手当に相当する金額を退職手当として支給することができることとする。

②雇用保険法に定める移転費の支給対象に、地方公共団体又は職業紹介事業者の紹介した職業に就くため、その住所又は居所を変更する者が追加されたことに伴い、当該支給対象となる職員に対し、移転費に相当する金額を退職手当として支給することとする。

③平成34年３月31日までの間、雇用保険法に定める基本手当の給付日数の延長の対象に、雇用情勢が悪い地域に居住する者が追加されたことに伴い、当該延長の対象に該当する場合に、当該延長に係る基本手当に相当する金額を退職手当として支給することができることとする。
	本委員会の所管に属する事項に関しては適当と認める。

	
	職員の育児休業等に関する条例一部改正の件
	再度の育児休業、育児休業の期間の再度の延長及び育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して１年を経過しない場合に再度の育児短時間勤務をすることのできる特別の事情として「保育の利用の申込みを行っているが、当面その実施が行われないこと」を明記する。
	

	
	職員の政治的行為の制限に関する条例及び府吏員退隠料等条例一部改正の件中、関係条項
	教育公務員特例法施行令の条文の条ずれに伴い、この条文を引用している職員の政治的行為の制限に関する条例第１条の規定及び府吏員退隠料等条例第１条第３号の規定について、条ずれ是正を行う。
	

	照会日
	件　　　名
	内        容
	回　答　内　容

	29.9.27
	職員の育児休業等に関する条例一部改正の件
	①育児休業をすることができない職員から除外される職員として第２条の４に掲げる場合に該当する非常勤職員を追加する。（第２条関係）

②上記変更を受けて、二歳に達する日まで育児休業をすることができる場合を追加する。（第２条の４関係）
	適当と認める。

	29.12.12
	職員の退職手当に関する条例等一部改正の件
	①職員の退職手当について、調整率を87/100から83.7/100へ改正する。
②市町村立学校職員給与負担法の改正に伴う規定整備を行う。

③地方独立行政法人法の改正に伴う規定整備を行う。

〔関係条例〕

・職員の退職手当に関する条例

ほか2条例
	適当と認める。

	
	職員の給与に関する条例等一部改正の件
	平成29年10月の本府人事委員会の勧告等を踏まえ、所要の改正を行う。

〔主な改正内容〕

①医師及び歯科医師に対する初任給調整手当の上限を引き上げる。（改正前249,800円→改正後250,900円）

②府内民間給与との公民較差を解消させるため、人事委員会勧告のとおり給料表を改定する。

③再任用職員に対し単身赴任手当を支給する。

④職員の６月期及び12月期の勤勉手当の支給割合をそれぞれ引き上げる。

⑤任期付研究員及び任期付職員の６月期及び12月期の期末手当の支給割合をそれぞれ引き上げる。
⑥義務教育費国庫負担金の算定基準額の引上げに伴い部活動指導等に係る教員特殊業務手当等の額を引き上げるとともに、新たな時間区分を設定する。

〔関係条例〕

・職員の給与に関する条例

ほか4条例


	


	照会日
	件　　　名
	内        容
	回　答　内　容

	30.2.23
	職員の給与に関する条例一部改正の件
	職員の職務を各給料表の職務の級に分類する際の具体的な基準となる等級別基準職務表において「保健所の課長」を規定するため所要の改正を行う。
	適当と認める。

	
	職員の特殊勤務手当に関する条例一部改正の件
	①災害応急作業等手当について、特定原子力事業所の敷地内において行う業務の手当額を改正する。（原子炉建屋内において行うもの→上限40,000円、上記以外のもの→上限20,000円）

②死体取扱手当について、特定大規模災害において行う業務の手当額を改正する。（特定大規模災害に対処するため死体を取り扱う業務→上限1,000円、上記のうち心身に著しい負担を与える場合→上限2,000円）

③国税犯則取締法の廃止に伴い、税務手当について規定整備を行う。
	適当と認める。

	
	職員の管理職手当の特例に関する条例一部改正の件
	平成27年４月１日から平成30年３月31日までとしていた管理職手当の時限的減額（100分の５に相当する額）の期間を、平成31年３月31日までに改める。
	本件条例案は、財政状況を踏まえ、平成30年４月１日から平成31年３月31日までの間、職員の管理職手当について減額措置を行うものである。

管理職手当の特例減額は、府の課長級以上の管理職が、府政執行のマネジメントを担う地位にあることに鑑み、自ら率先して姿勢を示すという趣旨も含め実施されているものと考えられるが、かかる減額措置は、本来、緊急避難的な特例措置であるべきものである。

平成29年の職員の給与等に関する報告及び勧告においても、あるべき適正な給与制度からすれば、早急に再考される必要がある旨指摘したところであり、減額の取扱いが長期にわたり続けられている現状について、本委員会としては、憂慮するところである。



	照会日
	件　　　名
	内        容
	回　答　内　容

	30.2.23
	大阪府職員基本条例一部改正の件
	本条例の研修の規定の適用を除外する市町村に八尾市を追加する。
	適当と認める。

	
	大阪府警察職員の特殊勤務手当に関する条例一部改正の件
	①東日本大震災以外の大規模災害等が発生し、原子力緊急事態宣言があった場合において、職員が当該大規模災害等に対処するための業務に従事したときの特別救助等手当を新設する。（原子炉建屋内で行う業務→上限40,000円、上記以外で行う業務→上限20,000円、人事委員会規則で定める区域で行う業務→上限10,000円）

②東日本大震災に対処するための、福島第一原子力発電所周辺における業務に対する特別救助等手当のうち、避難指示区域の見直しにより廃止された警戒区域及び計画的避難区域における業務に対する特別救助等手当を廃止する。
	適当と認める。


        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　（根拠法令）

        　　　　　　　　　                              地方公務員法第５条第２項
２　給与等関係条例の施行に関する事務

　　職員の給与に関する条例等の施行に関し、次のとおり、人事委員会規則の制定、人事委員会通

知の発出、任命権者からの協議及び承認申請の処理を行った。また、各任命権者からの制度運用

に関する照会・問合せ等に対応した。　　　　　　

　(1) 人事委員会規則の制定　

	規則番号
	規  則  名
	内        容
	公布日

施行日

適用日

	平29-11
	職員の給料に関する規則の一部を改正する規則
	平成29年4月1日付けの人事異動に伴う別表第2（職務の分類表）の改正

	29. 4.13
29. 4.13
29. 4. 1

	平29-12
	職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則
	平成29年4月1日付けの人事異動に伴う別表第1の改正
	29. 4.13

29. 4.13

29. 4. 1

	平29-14
	職員の退職手当に関する規則の一部を改正する規則
	職員の退職手当に関する条例の改正に伴う所要の改正
(１)改正退職条例第10条第10項第２号イの「雇用保険法第24条の２第１項各号に掲げる者に相当する者」を規定

①雇用保険法第24条の２第１項第１号相当者（支給日数が最大60日間延長）

②雇用保険法第24条の２第１項第２号相当者（支給日数が最大120日間延長）

③雇用保険法第24条の２第１項第３号相当者（支給日数が最大60日間延長）

(２)改正退職条例第10条第10項第２号ロの「雇用保険法第24条の２第１項第２号に掲げる者」に相当する者を規定

　　厚生労働省令で定める就職困難者（障害者等）で、上記（１）②で定める者（支給日数が最大60日間延長）


	29. 6.14

29. 6.14

29. 4. 1

	平29-15
	職員の給料の調整額に関する規則の一部を改正する規則
	平成29年8月1日に「動物愛護管理センター」が設置されることに伴う別表第一（適用区分表）の改正


	29. 7.28

29. 8. 1

29. 8. 1

	平29-16
	職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則
	平成29年8月1日に「動物愛護管理センター」が設置されることに伴う別表第一の改正


	29. 7.28

29. 8. 1

29. 8. 1

	平29-17
	職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規則
	平成29年8月1日に「動物愛護管理センター」が設置されることに伴う改正

①第２条第５項で定める危険現場作業手当の支給対象となる機関について、「動物愛護管理センター」を追加
②第８条第２項及び第３項で定める防疫等作業手当の支給対象となる機関について、「動物愛護管理センター」を追加
③第17条で定める併給禁止の適用となる機関について、併給禁止が適用される職員の所属が変更になることから、「動物愛護畜産課」から「動物愛護管理センター」に改正


	29. 7.28

29. 8. 1

29. 8. 1

	平29-19
	職員の給料の調整額に関する規則の一部を改正する規則
	平成29年6月23日に法律第71号として公布された「国家戦略特別区域法及び構造改革特別区域法の一部を改正する法律」により、国家戦略特別区域法第12条の４が第12条の５に改正されたことに伴う別表第一の改正


	29. 9.28

29. 9.28

29. 9.28

	平29-20
	職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則
	職員の育児休業等に関する条例の改正に伴う所要の改正
・1歳6ヶ月から2歳に達するまでの子を養育するために取得できる一般非常勤職員の育児休業の取得要件について、子の1歳6ヶ月到達日後の期間に育児休業をすることが継続的な勤務のために特に必要と認められる場合として、職員の育児休業等に関する規則第3条第2項の規定を準用するよう改正

	29.11.13

29.11.13

29.11.13



	平29-21
	職員の初任給調整手当に関する規則の一部を改正する規則
	平成29年大阪府人事委員会勧告に基づき、職員の給与に関する条例が改正され、初任給調整手当の上限額が改正されることに伴う所要の改正
・期間の区分（勤務年数）に応じて定める初任給調整手当の月額の支給額を、一律1,100円引上げ（国の４種の改正額に準拠）

	29.12.25

29.12.25

29. 4. 1



	平29-22
	職員の住居手当に関する規則の一部を改正する規則
	平成29年大阪府人事委員会勧告に基づき、職員の給与に関する条例が改正され、平成30年４月１日から再任用職員を単身赴任手当の支給対象とされることに伴う所要の改正
・規則第4条第1項第1号に定める住居手当における権衡職員の規定に、再任用職員の除外規定を追加

	29.12.25

30. 4. 1

30. 4. 1



	平29-23
	職員の単身赴任手当に関する規則の一部を改正する規則
	平成29年大阪府人事委員会勧告に基づき、職員の給与に関する条例が改正され、平成30年４月１日から再任用職員を単身赴任手当の支給対象とすることに伴う所要の改正
・規則第5条第3項に定める単身赴任手当における権衡職員の規定に、再任用職員を追加

	29.12.25

30. 4. 1

30. 4. 1



	平29-24
	職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則
	平成29年大阪府人事委員会勧告に基づき、職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例が改正され、平成29年４月１日に遡及して勤勉手当の支給月数が改正されることに伴い、勤勉手当の成績率の範囲を改正

	29.12.25

29.12.25

29. 4. 1



	平30-3
	職員の給料に関する規則の一部を改正する規則
	平成30年組織改編等に伴い、職務の分類表を改正
	30. 3.30

30. 4. 1

30. 4. 1

	平30-4
	職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則
	平成30年組織改編等に伴い、別表第一を改正
	30. 3.30

30. 4. 1

30. 4. 1

	平30-5
	大阪府警察職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規則
	①平成29年5月16日付けで人事院通知（給実甲第1144号）が改正され、福島第一原子力発電所の施設のうち、国における災害応急作業等手当の支給対象となる施設の定義が改正されたことに伴い、大阪府警察においても国と同様の取扱いとするため、規則附則第３項で定める「人事委員会規則で定める施設」について「放射線による人体への影響を防止するように設計された施設（人事委員会が定める施設を除く。）」を追加

②捜査等業務手当の支給対象道路として規則で定められている堺泉北有料道路が、平成30年4月1日に大阪府道路公社から西日本高速道路株式会社（NEXCO西日本）に移管され、有料道路の名称が変更されることに伴い、有料道路の名称を改正
	①30. 3.30

30. 3.30

30. 3.30

②30. 3.30

30. 4. 1

30. 4. 1


(2) 人事委員会通知の発出

	区　　　　分
	件　　　名
	内      容
	あて先

発出日

適用日

	条
例

関

係
	職員の給与に関する条例
	職員の給与に関する条例の運用についての一部改正について
	単身赴任手当の支給要件とする異動等と別居の間には因果関係が必要と従前より取扱っており、「異動等に際して配偶者と別居する例」について、異動等に起因するものと認められる基本的な場合と、これに準ずると認められる場合を、国の取扱いに準じて明文化

	各任命権者

30. 3.23
30. 4. 1

	
	職員の旅費に関する条例
	職員の旅費に関する条例の運用についての一部改正について
	大阪市高速鉄道及び中量軌道乗車料条例が廃止されること等に伴う改正

	各任命権者

30. 3.23
30. 4. 1

	規

則
関

係
	職員の給料の調整額に関する規則
	職員の給料の調整額に関する規則の運用について
	平成29年8月1日に「動物愛護管理センター」が設置されることに伴う改正
	各任命権者
29. 7.28

29. 8. 1

	
	
	職員の給料の調整額に関する規則の調整基本額について
	給料表の改正に伴う調整基本額の上限となる給料月額の100分の4.5に相当する額の改正
	各任命権者

29.12.25

29. 4. 1

	
	職員の扶養手当に関する規則
	職員の扶養手当に関する規則の運用についての一部改正について
	 扶養手当に関する経過措置が廃止になることに伴う改正
	各任命権者

30. 3.23
30. 4. 1

	
	職員の地域手当に関する規則
	地域手当の支給地域及び支給割合についての一部改正について
	地域手当の支給地域及び支給割合について改正
	各任命権者

30. 3.28
30. 4. 1

	
	職員の住居手当に関する規則
	職員の住居手当に関する規則の運用についての一部改正について
	職員の単身赴任手当に関する規則の改正による条項ずれに伴う改正
	各任命権者

29.12.25
30. 4. 1

	
	職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則
	期末手当及び勤勉手当の支給についての一部改正について
	勤勉手当成績率の改正に伴う勤勉手当支給額の総額の範囲に係る算定割合等の改正
	各任命権者

29. 12.25
29.  4. 1

	
	職員の単身赴任手当に関する規則
	職員の単身赴任手当に関する規則の運用についての一部改正について
	関係条例等の改正により再任用職員が単身赴任手当の支給対象となること等に伴う改正
	各任命権者

30. 3.23
30. 4  1

	
	
	職員の単身赴任手当に関する規則第5条第3項の規定に基づく人事委員会の認める職員について
	人事委員会の認める職員の範囲について、現行の大阪府災害対策要員公舎管理規程等に基づくよう改正
	知事
警察本部長
30. 3.23
30. 4. 1

	
	職員の退職手当に関する規則
	失業者の退職手当の支給についての一部改正について
	関係条例等の改正に伴う様式の改正
	各任命権者
 29. 6.14

 29. 4. 1

	
	
	失業者の退職手当の支給についての一部改正について
	関係条例等の改正に伴う様式の改正
	各任命権者

29.12.25

30. 1. 1

	
	職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則
	職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則運用についての一部改正について
	夏期休暇の取得期間拡大等に伴う改正
	各任命権者

30. 3.22
30. 6. 1


 (3) 任命権者からの協議及び承認申請の処理

	区　　　　分
	
	 eq \o\ad(協議者,　　　　　　　　)
 eq \o\ad(申請者,　　　　　　　　)
	

	
	　内     容（根拠規定）
	
	
	

	
	
	件数
	
	

	条

例

関

係
	職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例
	一般職の非常勤職員の夏期特別休暇の取得期間の改正の協議

（条例第18条）
	１
	知事

教育委員会
	

	
	
	臨時的任用職員の夏期特別休暇の取得期間の改正の協議

（条例第17条）
	１
	教育委員会
	

	
	
	部活動指導員の一般職の非常勤職員への任用に伴う勤務時間等の協議

（条例第18条）
	１
	教育委員会
	

	
	職員の旅費に関する条例
	旅費の調整の協議

（条例第41条第2項）
	９
	知事

各任命権者
	

	規

則

関

係
	職員の給料に関する規則
	再採用に伴う給料の承認

（規則第31条）
	１
	警察本部長
	

	
	
	採用に伴う給料の承認

（規則第30条の2及び第31条）
	２
	知事

警察本部長
	

	
	
	昇給の実施の承認

（規則第24条の3及び第25条）
	１
	警察本部長
	

	
	
	一般任期付職員の給料の承認

（規則第30条の2及び第31条）
	１
	教育委員会
	

	
	
	給料表の適用範囲に関する承認

（規則別表第１)
	１
	知事
	

	
	職員の管理職手当に関する規則
	管理職手当支給職及び区分の指定及び廃止

（規則第4条）
	２
	知事
	

	
	
	管理職手当支給職及び区分の指定

（規則第4条）
	１
	議長
	

	
	
	管理職手当支給職の指定

（規則別表第１）
	２
	知事
	

	
	
	管理職手当支給区分の指定

（規則第２条第２項ただし書き）
	１
	警察本部長
	

	
	職員の通勤手当に関する規則
	通勤手当の支給方法に関する承認

（規則第15条）
	２
	知事

教育委員会
	

	
	職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則
	　勤勉手当の成績率の取扱いの協議

（規則第12条第1項及び第12条の2第1項）
	２
	知事

教育委員会

各任命権者
	


（根拠法令）

職員の給与に関する条例
職員の特殊勤務手当に関する条例
大阪府警察職員の特殊勤務手当に関する条例
職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例
職員の退職手当に関する条例
職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例
職員の旅費に関する条例

職員の育児休業等に関する条例

職員団体に関する事務
１　職員団体登録事務

　  府職員で構成する職員団体について、次のとおり、登録を行った。

	区　　　　　　　分
	件　　　　　数

	新規登録
	１件

	変更登録
	２７件

	
	規約変更
	４件

	
	役員変更
	２３件

	
	所在地変更
	０件

	
	構成組織変更
	０件

	登録取消し
	２件


　　                                              　　
（根拠法令）

                                                　　  地方公務員法第５３条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　  職員団体の登録に関する条例

２　管理職員等の指定事務

  組織改正等に伴い、次のとおり、管理職員等の範囲を定める規則の改正を行った。

	規則番号
	規  則  名
	内          容
	公布日

施行日

適用日
	

	平29-13
	管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則
	平成29年4月1日付けの人事異動に伴う別表の改正
	29. 4.13
29. 4.13
29. 4. 1
	

	平29-18


	管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則
	平成29年8月1日に「動物愛護管理センター」が設置されることに伴う別表の改正
	29. 7.28
29. 8. 1

29. 8. 1
	

	平30-1
	管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則
	平成30年1月18日付けで議会事務局に理事の職が新設されたことに伴う別表の改正
	30. 2. 1

30. 2. 1

30. 1.18
	

	平30-6
	管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則
	平成30年組織改編等に伴い、別表を改正
	30. 3.30

30. 4. 1

30. 4. 1
	


                                              　　　　
（根拠法令）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公務員法第５２条第４項

　（参考）登録職員団体一覧（平成30年3月31日現在）

	団          体          名
	登録番号
	登録年月日
	法人格（申出日）

	大阪府職員労働組合
	    １
	昭41.10. 1
	あり（平14. 4.22）

	大阪教職員組合
	    ６
	昭41.10.11
	なし

	大阪府立高等学校教職員組合
	    ７
	昭41.10.11
	あり（昭44. 3.13）

	泉南教職員組合
	　１１
	昭47. 5.16
	なし

	泉北教職員組合
	　１２
	昭47.11.11
	なし

	南河内地区教職員組合
	　１３
	昭48. 3. 6
	あり（昭56.10.29）

	大阪府立障害児学校教職員組合
	　１４
	昭48. 6.25
	なし

	大阪府公立学校管理職員協議会
	　１５
	昭49. 4. 2
	なし

	自治労大阪府職員労働組合
	　１８
	平 1.10. 1
	なし

	大阪府教職員組合
	　１９
	平 1.11.27
	あり（平13. 4.13）

	大阪教育合同労働組合
	　２０
	平 1.12. 7
	あり（平 1.12.22）

	日教組・南河内教職員組合
	２１
	平 1.12.27
	なし

	大阪府高等学校教職員組合
	　２２
	平 2. 1.25
	あり（平14.11. 5）
	

	泉北地区教職員組合
	　２３
	平 2. 1.25
	なし
	

	豊能・能勢教職員組合
	　２４
	平 2. 2.19
	なし
	

	大阪府関連労働組合連合会
	　２７
	平 2. 4.11
	なし
	

	大阪公立高等学校教職員組合
	　２８
	平 2. 5.11
	あり（平14. 3.29）
	

	豊能郡教職員組合
	　２９
	平 2. 7.20
	なし
	

	大阪教育ユニオン
	　３４
	平13.12.18
	なし
	

	大阪府立茨木工科高等学校教職員協議会
	  ３６
	平15. 7.23
	なし
	

	なかまユニオン大阪府学校教職員支部
	３７
	平17. 5.25
	なし
	

	大阪府教職員協会
	３８
	平17.10.12
	なし
	

	大阪府立高等学校教職員ネットワーク
	３９
	平19. 1.25
	なし
	

	泉南地区教職員組合
	４０
	平22. 6.16


	なし
	

	大阪学校職員ユニオン
	４２
	平29．7.25
	なし
	

	


　
	団　　　　体　　　　名
	規約認証年月日

	自治労大阪府職員関係労働組合
	平15. 1.21

	大阪府関係職員労働組合
	平18. 4. 7


職員団体等に対する法人格の付与に関する法律に基づく規約認証の団体
労働基準監督権限の行使に関する事務
１　労働基準法別表第１の各号別決定に関する協定の締結

大阪府の事業又は事業場についての労働基準監督機関の職権の行使について、人事委員会委員と大阪労働局長との間で労働基準法別表第１の各号別の決定に関する協定を締結し、それぞれの所管を明確にしているところであるが、組織改正に伴い平成29年4月28日付で改めて協定の締結を行った。

	
	      監督
　　　　 機関
　　　 労基法
　　　 別表第１
　　　　 号別
 任命権者
	人事委員会委員
	労働基準監督署長
	合

計
	

	
	
	12号

　教育
　研究
	別表第１
に該当しない事業場
	  計
	3号

 (土木)
	13号

  保健
  衛生
	計
	
	

	
	 eq \o\ad(知事,　　　　　　　　　)
	　　 8

	    45
	    53
	    23
	　  25
	    48
	   101
	

	
	 eq \o\ad(教育委員会,　　　　　　　　　)
	   189
	     2
	   191
	
	     3
	     3
	   194
	

	
	 eq \o\ad(警察本部長,　　　　　　　　　)
	     3
	    89
	    92
	
	
	
	    92
	

	
	 eq \o\ad(議会議長等,　　　　　　　　　)
	
	     6
	     6
	
	
	
	     6
	

	
	 eq \o\ad(合計,　　　　　　　　　)
	   200
	142
	   342
	    23
	    28
	    51
	   393
	

	



                                                                　　　　　　　

（根拠法令）

                                                                  労働基準法別表第１

                                                                  地方公務員法第58条第５項

２　適用事業場に対する調査

所管の全事業場について、職員の勤務条件、事業場の安全、衛生管理の状況等に関する事項の実態調査を行った。さらに、その実情を把握するため、27事業場を抽出して現地調査を行ったが、その状況は次のとおりである。なお、調査結果については当該事業場長及び所管部局長に対して文書で通知し、改善が必要とする事項については、その措置の促進を求めた。

　　
	
	 eq \o\ad(調査年月日,　　　　　　　　　　　　　　)
	事 　業 　場 　名
	　　　所　管
	結　果
	

	
	  平成30年１月15日
	東淀川高等学校
	教育委員会
	指摘あり
	

	
	１月15日
	吹田高等学校
	教育委員会
	適正
	

	
	１月22日
	西寝屋川高等学校
	教育委員会
	指摘あり
	

	
	１月23日
	花園高等学校
	教育委員会
	適正
	

	
	１月24日
	摂津高等学校
	教育委員会
	指摘あり
	

	
	１月24日
	北部農と緑の総合事務所
	知事
	適正
	

	
	１月25日
	難波支援学校
	教育委員会
	指摘あり
	

	
	１月26日
	上方演芸資料館
	知事
	指摘あり
	

	
	１月26日
	桃谷高等学校
	教育委員会
	指摘あり
	

	
	１月29日
	柴島高等学校
	教育委員会
	適正
	

	
	１月30日
	中央聴覚支援学校
	教育委員会
	指摘あり
	

	
	１月30日
	堺聴覚支援学校
	教育委員会
	指摘あり
	

	
	１月31日
	東大阪支援学校
	教育委員会
	適正
	

	
	２月１日
	住吉警察署
	警察本部長
	適正
	

	
	２月２日
	光明池運転免許試験場
	警察本部長
	適正
	

	
	２月６日
	南河内農と緑の総合事務所
	知事
	適正
	

	
	２月６日
	第二方面機動警ら隊
	警察本部長
	適正
	

	
	２月６日
	浪速警察署
	警察本部長
	適正
	

	
	２月７日
	箕面支援学校
	教育委員会
	指摘あり
	

	
	２月８日
	中央図書館
	教育委員会
	指摘あり
	

	
	２月９日
	教育センター
	教育委員会
	指摘あり
	

	
	２月９日
	佐野支援学校
	教育委員会
	指摘あり
	

	
	２月13日
	住之江支援学校
	教育委員会
	指摘あり
	

	
	２月13日
	平野支援学校
	教育委員会
	指摘あり
	

	
	２月14日
	大冠高等学校
	教育委員会
	適正
	

	
	２月15日
	警察学校初任教養部
	警察本部長
	指摘あり
	

	
	２月16日
	生野高等学校
	教育委員会
	指摘あり
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（根拠法令）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　労働基準法第101条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　労働安全衛生法第91条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公務員法第58条第５項

３　労働基準法及び労働安全衛生法に基づく許可、届出、報告等の処理状況　

（1）労働基準法及び同法施行規則に基づくもの

	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	 eq \o\ad(件数,　　　　　　　)

	 eq \o\ad(法２０条,　　　　　　　　　　　　　)
 eq \o\ad(規則７条,　　　　　　　　　　　　　)
	  解雇予告除外認定
	　　１７

	 eq \o\ad(法４１条,　　　　　　　　　　　　　)
 eq \o\ad(規則２３条,　　　　　　　　　　　　　)
	　宿直又は日直勤務許可
	　　　１

	計
	
	　　１８


（2）労働安全衛生法に基づくもの

　 ア　労働安全衛生規則に基づくもの

	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処   　 理 　   件 　   名
	件  数

	法１２条
 eq \o\ad(規則７条,　　　　　　　　　　　　　)
	　衛生管理者選任報告
	　１０５

	法１３条
 eq \o\ad(規則１３条,　　　　　　　　　　　　　)
	　産業医選任報告
	７

	法６６条
規則５２条
	　定期健康診断結果報告
	　１８６

	法６６条の１０

規則52条の21
	　心理的な負担の程度を把握するための検査結果等報告
	　２１９

	 eq \o\ad(法１００条,　　　　　　　　　　　　　)
 eq \o\ad(規則９７条,　　　　　　　　　　　　　)
	　労働者死傷病報告
	２４６

	計
	
	　７６３


   イ  ボイラー及び圧力容器安全規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	件　数

	
	 法  ３ ９  条

 規 則 ４８ 条
	  ボイラー検査証返還
	　　  ２

	法  ３ ９  条

規 則 ８３ 条
	 第一種圧力容器検査証返還
	　　 ６

	計
	
	     ８


　 
ウ　クレーン等安全規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	件　数
	

	
	
	  処理なし
	      ０
	

	
	計
	
	　　  ０
	


　 エ　ゴンドラ安全規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	件　数
	

	
	 
	  処理なし
	      ０
	

	
	計
	
	　　  ０
	


　 オ　有機溶剤等中毒予防規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	件　数
	

	
	法６６条
 eq \o\ad(規則30条の3,　　　　　　　　　　　　　)
	　健康診断結果報告
	　　１１
	

	
	計
	
	　　１１
	


 　カ　特定化学物質障害予防規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	件　数
	

	
	 法６６条
  eq \o\ad(規則４１条,　　　　　　　　　　　　　)
	　健康診断結果報告
	　 ４
	

	
	計
	
	　 ４
	


　 キ　高気圧作業安全衛生規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	件　数
	

	
	 法６６条
  eq \o\ad(規則４０条,　　　　　　　　　　　　　)
	　健康診断結果報告
	　　　８
	

	
	計
	
	　  　８
	


 　ク　電離放射線障害防止規則に基づくもの

	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	件　数
	

	 法６６条
  eq \o\ad(規則５８条,　　　　　　　　　　　　　)
	　健康診断結果報告
	　  １０
	

	計
	
	　　１０
	


　 ケ　鉛中毒予防規則に基づくもの

	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	件　数
	

	 法６６条
  eq \o\ad(規則５５条,　　　　　　　　　　　　　)
	　健康診断結果報告
	　  　７
	

	計
	
	　　　７
	


　 コ　性能検査代行機関等に関する規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	件　数
	

	
	  eq \o\ad(法１００条,　　　　　　　　　　　　　)
  eq \o\ad(規則９条,　　　　　　　　　　　　　)
	  性能検査結果報告書
	 　 ３２
	

	
	計
	
	　　３２
	


（性能検査代行機関により実施された性能検査の状況）

ボイラー、圧力容器、クレーン及びゴンドラの性能検査は、検査代行機関により実施されているが、その状況は次のとおりである。

	
	 　　　　　　 代行機関

　 　　　　　   機

 　　　　　　　　  械

   任命権者　　　　　 等
	（一社）日本ボイラ協会

損害保険ジャパン日本興亜（株）
	（一社）日本クレーン協会
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 eq \o\ad(ボイラー,　　　　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(第一種,　　　　　　　　　　　)
 eq \o\ad(圧力容器,　　　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(クレーン,　　　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(ゴンドラ,　　　　　　　　　　)
	

	
	 eq \o\ad(知事等,　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	　　　   　 ４
	　　　　 　７
	　　　　　 １
	　　　　　９
	

	
	教　育　委　員　会
	　　　　 　 １
	 　        ３
	　　　　　 ０
	          ０
	

	
	警　察　本　部　長
	　　　　　  ０
	　　       １
	           ２
	        　４
	

	
	計
	　　　　    ５
	 　　    １１
	 　　      ３
	　　    １３
	



